
資料　１
天理市水道事業の財政状況

（１）平成２９年度　水道事業費用構成

表ー１　費用内訳

千円 （税抜）

項　　　目 費用構成 比　率

受 水 費 592,345 33%
減 価 償 却 費 566,476 32%
人 件 費 209,328 12%
委 託 料 132,616 7%
支 払 利 息 80,876 5%
そ の 他 205,963 11%
合 計 (A) 1,787,604 100%

（２）平成２９年度 水道事業収益構成

表ー２　収益内訳

千円 （税抜）

項　　　目 収益構成 比　率

給 水 収 益 1,867,799 88%
長 期 前 受 金 戻 入 115,683 5%
そ の 他 の 収 益 150,593 7%
合 計 (B) 2,134,075 100%

千円

長期前受金戻入を除いた純利益

千円

平成29年度　純利益　（（Ｂ）－（Ａ））
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（８）企業債残高・支払利息【水道事業】
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（７）給与費・一般職員数【水道事業】
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水道事業 　損益比較表 千円（税抜）

平成28年度 平成29年度 対前年度増減

1,974,560 2,007,882 33,321

給 水 収 益 1,969,045 1,867,799 △ 101,246 -247129 ㎥

受 託 工 事 収 益 3,449 9,402 5,953 工事件数増 受託工事利益額 1,224 千円

そ の 他 営 業 収 益 2,067 130,681 128,615 天理ダム貯水池保全事業に伴う負担金 128,865 千円

1,785,446 1,696,126 △ 89,321

原 水 及 び 浄 水 費 848,251 855,981 7,730 動力･薬品･受水費増 22,494千円 委託･修繕･人件費減 -14,669千円

配 水 及 び 給 水 費 141,632 114,787 △ 26,845 人件費・委託料減

受 託 工 事 費 3,021 8,178 5,157

総 係 費 144,140 142,776 △ 1,364

減 価 償 却 費 621,403 566,476 △ 54,928 減価償却期間の終了した資産の活用

資 産 減 耗 費 27,000 7,928 △ 19,072 除却資産の減 （H28構築物管渠の除却多）

そ の 他 営 業 費 用 1 0 △ 1

159,515 125,298 △ 34,217

受 取 利 息 5,887 4,321 △ 1,567

他 会 計 補 助 金 4,932 4,200 △ 732

長 期 前 受 金 戻 入 147,748 115,683 △ 32,065 減価償却費の財源となるため、減価償却費の減少に伴い減

雑 収 益 947 1,094 146

92,215 91,272 △ 943

支 払 利 息 91,418 80,876 △ 10,542 借入額の減 H28残高:26億円/H29残高:23億円

雑 支 出 797 10,396 9,599 消費税納税のため

113 896 783 貸倒引当金戻入額の増

過年度損益修正益 113 10 △ 103

そ の 他 特 別 利 益 0 886 886

390 207 △ 184

過年度損益修正損 390 207 △ 184

256,136 346,471 90,335

要因等科目

特 別 損 失

有収水量の減

純 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益
　　＊貸倒引当金とは、水道事業の場合給水収益となる水道料金の未収金のうち将来的に回収不能と
　　見込まれる額。平成29年度は見込額より実際回収不能となった額が少なかったため差異が利益と
　　なった。



（消費税及び地方消費税抜き）

（単位：円）

１

(1) 1,867,798,545

(2) 9,401,750

(3) 130,681,360 2,007,881,655

２

(1) 855,981,308

(2) 114,786,778

(3) 8,178,000

(4) 142,775,854

(5) 566,475,562

(6) 7,928,100

(7) 0 1,696,125,602

311,756,053

３

(1) 4,320,794

(2) 4,199,882

(3) 115,683,290

(4) 1,093,618 125,297,584

４

(1) 80,875,833

(2) 10,396,365 91,272,198 34,025,386

345,781,439

５

(1) 0

(2) 9,900

(3) 886,118 896,018

６

(1) 0

(2) 206,540 206,540 689,478

346,470,917

189,451,013

535,921,930

平成29年度天理市水道事業損益計算書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

当年度未処分利益剰余金

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益



３

（消費税及び地方消費税抜き）

（単位：円）
イ

2,050,631,601

2,050,631,601

イ 395,490,804

523,431,477 ロ 285,226,246

1,398,560,954 680,717,050

△598,809,388 799,751,566 2,731,348,651

22,407,205,426 ４

△11,446,079,593 10,961,125,833

3,907,323,682 イ 315,207,788

△3,426,641,628 480,682,054 315,207,788

27,963,820 291,516,880

△22,831,775 5,132,045 (3) 54,000

75,419,282 (4)

△55,848,417 19,570,865 イ 18,073,000

76,273,975 18,073,000

△37,329,962 38,944,013 (5)

141,758,401 769,265,278

12,970,396,254 ５

2,801,279,261

900,000,000 2,420,334,206

900,000,000 5,920,948,135

13,870,396,254

６

2,417,875,464 (1)

374,634,721 イ 17,670,482

△ 12,849,565 361,785,156 ロ 3,279,098,711

8,198,307 ハ 6,121,115,957

(4) 60,600,000 9,417,885,150

2,848,458,927 ７

16,718,855,181

イ 5,313,558

ロ 305,498,064

ハ 46,256,379

ニ 487,031,965

844,099,966

イ 535,921,930

535,921,930

1,380,021,896

10,797,907,046

16,718,855,181

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

(3) 貯 蔵 品

前 払 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

２ 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 投 資

イ そ の 他 投 資

チ 建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

ト 量 水 器

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

資　　産　　の　　部

１ 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地

負     債     の     部

固 定 負 債

(1) 企 業 債

平成29年度天理市水道事業貸借対照表

（平成30年３月31日）

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

(2) 未 払 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資     本     の     部

資 本 金

資 本 金

固 有 資 本 金

出 資 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

分 担 金

寄 附 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計



天理市下水道事業の財政状況

（１）平成２９年度　下水道事業費用構成

表ー１　費用内訳

千円 （税抜）

項　　　目 費用構成 比　率

減 価 償 却 費 1,228,719 52%
流域下水道維持管理
負 担 金

499,130 21%

支 払 利 息 403,583 17%
人 件 費 87,998 4%
委 託 料 67,671 3%
そ の 他 64,539 3%
合 計 (A) 2,351,640 100%

（２）平成２９年度　下水道事業収益構成

表ー２　収益内訳

千円 （税抜）

項　　　目 収益構成 比　率

市 か ら の 補 助 金 1,219,898 43%
下 水 道 使 用 料 1,169,298 41%
長 期 前 受 金 戻 入 416,672 15%
そ の 他 の 収 益 42,495 1%
合 計 (B) 2,848,363 100%

千円

長期前受金戻入を除いた純利益

千円

平成29年度　純利益　（（Ｂ）－（Ａ））
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52%流域下水道維

持管理負担金
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17%
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3%

費 用 構 成

市からの補助金
43%

下水道使用料
41%

長期前受金戻入

15%

その他の収益
1%

収 益 構 成



下水道事業 　損益比較表 千円（税抜）

科目 平成28年度 平成29年度 対前年度増減

1,226,715 1,206,089 △ 20,625

下 水 道 使 用 料 1,191,495 1,169,298 △ 22,197 排水量の減　 主に事業所用水量の減

他 会 計 負 担 金 35,150 36,751 1,601 単価　一般排水 130円/㎥

そ の 他 営 業 収 益 71 41 △ 30 　　　　特定排水 255円/㎥

1,963,430 1,944,941 △ 18,489

管 渠 費 66,517 53,710 △ 12,807 修繕の減　 件数 H28 76件/H29 69件 7件の減

農業集落排水施設維持費 22,609 27,291 4,682

雨 水 ポ ン プ 場 費 7,301 9,078 1,777

流域下水道維持管理負担金 522,443 499,130 △ 23,313 排水量の減に伴う　

業 務 費 37,270 37,224 △ 45

総 係 費 78,411 75,495 △ 2,916

減 価 償 却 費 1,227,989 1,228,719 730

資 産 減 耗 費 890 14,293 13,404 処理場施設更新のため資産（設備）除却

1,652,544 1,642,268 △ 10,277

受 取 利 息 1,306 1,567 261

他 会 計 補 助 金 1,228,465 1,219,898 △ 8,567

県 補 助 金 10,048 3,637 △ 6,410

長 期 前 受 金 戻 入 412,239 416,672 4,434

雑 収 益 487 493 6

444,345 406,596 △ 37,748

支 払 利 息 441,366 403,583 △ 37,783 借入額の減 H28残高:180億円/H29残高:165億円

雑 支 出 2,979 3,014 35

0 5 5

過年度損益修正益 0 5 5

133 102 △ 31

過年度損益修正損 133 102 △ 31

471,351 496,723 25,372

要因

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

純 利 益



（消費税及び地方消費税抜き）

（単位：円）

１

(1) 1,169,297,547

(2) 36,750,855

(3) 41,050 1,206,089,452

２

(1) 53,709,827

(2) 27,291,344

(3) 9,078,255

(4) 499,130,101

(5) 37,224,203

(6) 75,494,710

(7) 1,228,719,268

(8) 14,293,472 1,944,941,180

738,851,728

３

(1) 1,566,550

(2) 1,219,898,465

(3) 3,637,252

(4) 416,672,294

(5) 493,419 1,642,267,980

４

(1) 403,582,678

(2) 3,013,628 406,596,306 1,235,671,674

496,819,946

５

(1) 5,460 5,460

６

(1) 102,028 102,028 △96,568

496,723,378

59,112,536

555,835,914当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

当 年 度 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

経 常 利 益

雑 収 益

過 年 度 損 益 修 正 損

過 年 度 損 益 修 正 益

雑 支 出

支 払 利 息

県 補 助 金

営 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

受 取 利 息

管 渠 費

他 会 計 負 担 金

農業集落排水施設維持費

総 係 費

雨 水 ポ ン プ 場 費

平成29年度天理市下水道事業損益計算書

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

減 価 償 却 費

業 務 費

下 水 道 使 用 料

流域下水道維持管理負担金

そ の 他 営 業 収 益



３

（消費税及び地方消費税抜き） (1)

（単位：円） イ 15,109,054,230

15,109,054,230

(2)

(1) イ 30,749,661

137,328,938 30,749,661

190,958,037 15,139,803,891

△41,537,077 149,420,960 ４

43,307,822,876 (1)

△8,485,435,500 34,822,387,376 イ 1,463,400,336

1,343,150,572 1,463,400,336

△534,724,202 808,426,370 (2) 87,584,973

3,981,165 (3) 8,854,000

△2,173,676 1,807,489 (4)

15,221,561 イ 9,514,000

△4,987,221 10,234,340 9,514,000

58,891,000 (5)

35,988,496,473 イ 57,265,476

(2) 57,265,476

176,102 1,626,618,785

260,000 ５

1,774,022,597 (1) 13,779,841,162

1,774,458,699 (2) △ 1,641,192,866

(3) 12,138,648,296

4,822,960 28,905,070,972

45,177,040

50,000,000 ６

37,812,955,172 (1)

イ 3,113,682,326

(1) 903,765,913 ロ 1,783,782,896

(2) 284,516,184 ハ 4,474,649,602

△6,076,856 278,439,328 9,372,114,824

(3) 24,700,000 9,372,114,824

1,206,905,241 ７

39,019,860,413 (1)

イ 1,380,787

ロ 167,433,365

ハ 18,024,551

186,838,703

(2)

イ 555,835,914

555,835,914

742,674,617

10,114,789,441

39,019,860,413

ハ 構 築 物

平成29年度天理市下水道事業貸借対照表
（平成30年３月31日）

資　　産　　の　　部
１ 固 定 資 産

有形固定資産

イ 土 地

ロ 建 物

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

減価償却累計額

ニ 機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

ホ 車両及び運搬具

２ 流 動 資 産

ハ 施 設 利 用 権

無形固定資産合計

投 資

イ 長 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

ロ 基 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

引 当 金

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

有形固定資産合計

無形固定資産

イ 地 上 権

ロ 電 話 加 入 権

減価償却累計額

ヘ 工具、器具及び備品

減価償却累計額

ト

負　　債　　の　　部
固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 てる ため の企 業債

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 てる ため の企 業債

企 業 債 合 計

未 払 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

資 本 金

その他流動負債

預 り 金

その他流動負債合計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部
資 本 金

利 益 剰 余 金

固 有 資 本 金

出 資 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計



水 道 法 の 改 正

資料 ２





- 1 - 厚生労働省HPより



- 2 - 厚生労働省HPより
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- 9 - 厚生労働省HPより



- 10 - 厚生労働省HPより



- 11 - 厚生労働省HPより



　人口減少に伴う水の需要の減少、水道施設の老朽化、深刻化する人材不足等の水道の直面
する課題に対応し、水道の基盤の強化を図るため、所要の措置を講ずる。

１．関係者の責務の明確化

２．広域連携の推進

３．適切な資産管理の推進

４．官民連携の推進

５．指定給水装置工事事業者制度の改善

- 12 -

水道法の一部を改正する法律案の概要



（１） 国、都道府県及び市町村は水道の基盤の強化に関する施策を策定し、推進又は実施す
るよう努めなければならないこととする。

（２） 都道府県は水道事業者等（水道事業者又は水道用水供給事業者をいう。以下同じ。）の
間の広域的な連携を推進するよう努めなければならないこととする。

（３） 水道事業者はその事業の基盤の強化に努めなければならないこととする。

- 13 -

１．関係者の責務の明確化



（１） 国は広域連携の推進を含む水道の基盤を強化するための基本方針を定めることとする。

（２）
強化計画を定めることができることとする。

（３）
議会を設けることができることとする。

域水道一体化について検討する部会に参加しています。

- 14 -

２ ． 広 域 連 携 の 推 進

都道府県は、広域連携を推進するため、関係市町村及び水道事業者等を構成員とする協

都道府県は基本方針に基づき、関係市町村及び水道事業者等の同意を得て、水道基盤

水道法の改正に先立ち、奈良県が県域水道一体化構想を示し、市町村は県



（１）
ないこととする。

ます。
（２）

ればならないこととする。
浄水施設台帳・管路台帳を電子化し、災害時の対応として紙ベースで上下水
道局庁舎と豊井浄水場の２箇所に分散保管しています。

（３）
こととする。

しています。
（４）

作成し、公表するよう努めなければならないこととする。

「天理市水道管路等更新計画」に対応する財政収支見通しの検討として今後
４０年間の財政シミュレーションを行いました。

- 15 -

３．適切な資産管理の推進

水道事業者等は、水道施設を良好な状態に保つように、維持及び修繕をしなければなら

水道事業者等は、水道施設を適切に管理するための水道施設台帳を作成し、保管しなけ

水道事業者等は、長期的な観点から、水道施設の計画的な更新に努めなければならない

水道事業者等は、水道施設の更新に関する費用を含むその事業に係る収支の見通しを

点検・補修履歴等を含め、水道施設の適切な把握に基づく管理を実施してい

平成２８年度に「天理市水道管路等更新計画」を策定し、計画に沿って更新



　地方公共団体が、水道事業者等としての位置付けを維持しつつ、厚生労働大臣等の許可を受
けて、水道施設に関する公共施設等運営権を民間事業者に設定できる仕組みを導入する。

※　公共施設等運営権とは、ＰＦＩの一類型で、利用料金の徴収を行う公共施設について、施設
の所有権を地方公共団体が所有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式。

コンセッション方式は官民連携の手法の一つですが、まずは県域水道一体化
の検討を優先的に行っていきたいと考えています。

- 16 -

４ ． 官 民 連 携 の 推 進



　資質の保持や実態との乖離の防止を図るため、指定給水装置工事事業者の指定に更新制
(５年）を導入する。

※　各水道事業者は給水装置(蛇口やトイレなどの給水用具・給水管）の工事を施行する者を
指定でき、条例において、給水装置工事は指定給水装置工事事業者が行う旨を規定。

現在、日本水道協会奈良県支部において、指定給水装置工事事業者の新
規の指定に関して事務の共同化を実施しています。更新制の導入について
は、現状を踏まえ検討していく予定です。

- 17 -

５．指定給水装置工事事業者制度の改善



県 域 水 道 一 体 化 の 取 組

資料 ３





目標 （24事業体）

県営水道と奈良市営水道

の浄水場（水源）に集約

目標 （4事業体）

先行して県と１市３町の

企業団設立（検討中）

目標

業務の効率化

持続可能な体制つくり

１．組織・体制の統合 ・県と上水道実施２８市町村による垂直統合

２．浄水場（水源）の集約 ・県営エリアは３つの浄水場に集約（県営水道の２浄水場と奈良市浄水場）

・五條・吉野エリアは既存浄水場を活用

３．送配水施設の効率化 ・配水池容量（Ｈ５２水量比）を現状の３５時間容量から１８時間容量に削減

・管路のダウンサイジング

４．管理・運営の統合 ・５箇所の拠点による広域監視

・各種システム共同化

５．水質管理の統合 ・公的検査機関（３機関）を統合

- 1 -

県域水道一体化構想

上
水
道
の
一
体
化
の
方
向
性

一体化の項目

一体化
・施設・組織・管理運営の統合

構想

県営水道エリア

五條吉野エリア

簡易水道エリア
受皿組織設立

・業務支援内容の具体化
・広域的な支援体制確立

県域水道一体化検討会資料参考
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県域水道一体化スケジュール

３１ ３２ ３３　～　３７ ３８

 
県
域
水
道
一
体
化
検
討
会
　
設
置

 
県
域
水
道
一
体
化
に
係
る
覚
書
　
締
結

 
県
域
水
道
一
体
化
に
係
る
基
本
協
定
　
締
結

 
上
水
道
の
経
営
統
合

 
　
施
設
管
理
部
会
・
総
務
財
政
部
会

 
県
域
水
道
一
体
化
に
係
る
協
議
会
　
設
立

３０

 
県
域
水
道
一
体
化
に
係
る
基
本
計
画
　
策
定

（仮称）県域水道一体化協議会県域水道一体化検討会

県域水道一体化検討会資料参考



◆ 検討会の目的

・県域水道が抱える水道事業の諸課題解決に向けて、県と市町村及び関係団体が共同して、県域水道一体化

に係る検討・協議を行います。

◆ 検討会の対象

・奈良県（地域政策課・水道局）、県営水道エリア（２４市町村）、五條・吉野エリア（４市町）、奈良広域水質検査

センター組合。

◆ 検討会の進め方

①　県域水道一体化検討会は、各団体の部局長または課長で構成します。

②　検討会の専門部会として、施設管理部会と総務財政部会の専門部会を設けます。なお、構成メンバーは

　上部会と重複可能とします。また、必要に応じて、テーマ別に小部会を設けます。

③　事務局は奈良県地域振興部地域政策課とします。

◆ 検討会内容

広域化（経営統合）による以下の観点からの効果を検討します。

①　ハード面（施設共同化及び維持管理の共同化等）

②　ソフト面（組織体制、財政運営、業務運営等）

◆ 今後の方向性

・県域水道一体化検討会の検討期間は概ね２年を目途とします。（平成３０・３１年度）

- 3 -

県域水道一体化検討会の概要

県域水道一体化検討会資料参考



◆ 今年度は、県域水道一体化に係る施設整備計画案を作成

◆ 施設管理部会はブロックに分けて開催します。ブロック割について意見聴収

◆ ２月～３月に実施した施設共同化に関するヒアリングを基に、５月下旬頃に施設共同化素案を市町村に提示

◆ 市町村から意見から素案を修正して、施設共同化骨子案を作成し、７月以降は随時ブロック別検討会を開催

県域水道一体化に係る施設整備費用の負担ルールを決定し財政シミュレーション実施

- 4 -

施設管理部会の概要

県域水道一体化検討会資料参考



県域水道一体化に係る施設共同化案

　水源や施設の効率化を検討する必要があり、今後、水道施設を更新する際は、ダウンサイジングや施設の統廃合

など、水需要に見合った更新投資を行う必要があります。

◆ 県及び市町村の垣根を越えて、配水池の統廃合及びダウンサイジングを検討

◆ 現状のファシリティマネジメントの取組に加えて、地形を考慮した「統廃合の追加検討エリア」を提案

◆ 更なる統廃合及びダウンサイジングを検討

- 5 - 県域水道一体化検討会資料参考



県の位置エネルギーを利用して市町村の施設を廃止

市町村 配水池

自然流下

廃止

位置エネルギー

配水池

自然流下

- 6 -

県水
浄水場

例

県水
浄水場

受水地・ポンプ場

Ｐ

県域水道一体化検討会資料参考



県の施設を利用し市町村施設をダウンサイジング

市町村

配水池

ダウンサイジング 各家庭

市町村

廃止
受水地　

ダウンサイジング

各家庭

- 7 -

例

県水調整池

市町村

配水池

県域水道一体化検討会資料参考



◆ 今年度は、厚生労働省公表の「水道広域化検討の手引き」を基に、総務財政分野の基本方針を検討する予

定

◆ 「水道広域化検討の手引き」の業務分野別調整項目の現状や、検討の優先順位などについてアンケートを実

施

（必要に応じてヒアリングを実施）

◆ ６月上旬頃の総務財政部会にて、調整項目等のアンケートについて説明、それ以降に各市町村へのアンケー

トを実施

財政シミュレーションの実施

- 8 -

総務財政部会の概要

県域水道一体化検討会資料参考



アンケート内容

１．総務 １．総務

　①人事・給与 　①手当、退職金の積み立て方法、勤務条件（勤務時間）、時間外業務状況

　②事務 　　など

　②総務関係事務の外部委託範囲、委託金額

２．財務 ２．財務

　①繰入金・補助金 　①繰入金や企業債発行等の上限枠の有無、関連事業の負担金（消火栓、

　　ダム・貯水、水源整備等）等

３．業務 ３．業務

　①業務委託 　①事業に関連した業務委託の状況

　②業務改善 　②現状課題や今後に向けた方針・マニュアル整備等

　③下水道との分離等 　③下水道との経営または事業管理における重複・共同実施事項

　④災害対策、危機管理 　④災害対策（マニュアル整備等）、危機管理の体制（無線・連絡ツール）

　　外部との協定（県・周辺自治体・民間事業者等）など

４．その他今後の予定等 ４．その他今後の予定等

　①広域化全般 　①広域化を進めるうえでの課題として重視するもの（ヒト、モノ、カネなど）

　②市町村内での上水道に 　②組織改革予定、簡易水道との関係変更予定、下水道との関係変更予

　　関連した経営改善取組 　　定等
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対　　　象 主　な　項　目
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統合に向けた調整事項（日水協資料より）

0 一部事務組合組成に向けた基本的な事項 ３　業務関係

統合時期 3.1　水道料金関係新たな料金体系を設定し、段階的に統一

統合の形態 3.2　営業（調定・収納・検針）業務

名称 3.2.2　収納

構成団体 3.2.3　検針

事務所の位置 3.2.4　窓口業務

議会の組織及び議員の選挙方法 3.3　システム整備

事業処理対象地域 3.4　業務統計

1　総務関係 4　給水装置関係

1.1組織及び庁舎 4.1　給水装置の取扱い

1.1.1　人事 4.2　給水装置の設計

1.1.2　服務 4.3　給水装置工事事業者の指定

1.1.3　福利厚生 4.4　給水管理、メーター管理

1.1.4　給与全般 5　建設・工務関係

1.1.5　労働組合 5.1　事業認可関係

1.1.6　その他庶務一般 5.２　施設整備の計画

1.1.7　災害対策 5.３　水道施設の設計・施工

1.2　条例規定の整備・取りまとめ 5.4　工務事務

1.3　広報宣伝、広報誌、ホームページ等の統一 6　維持管理関係

1.4　文書及び公印の管理 6.1　浄水場の運転・維持管理

２　経理関係 6.2　配水管の維持管理

2.1　一般会計繰出金等の整理（消火栓経費・補填財源等） 6.3　緊急修繕工事の取扱い

2.2　資産管理（固定資産台帳作成及び整理、企業債残高等） 6.4　水質管理

2.3　予算・決算等の経理事務 6.5　資材管理

2.4　契約に関する事務 7　その他

2.5　事業承継 7.1　簡易水道事業
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●●市町村水道事業 
 
 

【水需要・給水人口のトレンド予測】 【経営シミュレーション】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【水道資産の状況及び今後の施設更新見通し】 

2046年  

 

 

 

 

 

 

 

 
（経常費用-長前戻益/有収水量） 

 

 
【シミュレーション結果】 
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区分 項目 単位 
現在 

(2016年実績) 
 

市町村単独 広域化 増減率 

人員 損益勘定職員数 人     
施設 浄水場数 箇所     

 

 
資金 

現預金残高 百万円     
広域化の影響を受ける項目      

H29年度以降の人件費の累計 百万円     
H29年度以降の受水費の累計 百万円     
県水受水単価 円/㎥     
H29年度以降の維持管理費の累計 百万円     

 百万円     
業債残高 百万円     

料金 供給単価 円/㎥     
給水原価 円/㎥     
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天理市 水源別費用（平成２８・２９年度）

配水比率

28

浄水場別費用合計(a＋b)

配水比率

29

浄水場別費用合計(a＋b)

※　平成29年度は、天理ダム貯水池保全事業に係る工事があり、天理ダムを水源とする豊井浄水場が

休止したため、配水比率が平成28年度の37.6%に比べ極端に減少しました。
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37.6% 12.7% 49.7% 100.0%

合  計

3,276,208 1,112,475 4,353,085 8,741,768

豊井浄水場 杣之内浄水場 県  水

年
度

　b：配水共通費用（円／㎥）

平
成

配 水 量

116.27

98.16 98.16 98.16 98.16

　a：製造単価（円／㎥） 73.66 137.27 142.98

24.3% 22.0% 53.7%

　a：製造単価（円／㎥） 100.15 92.86 134.97

214.43

2,052,025 1,869,850 4,552,850 8,474,725

171.82 235.43 241.14

年
度

平
成

配 水 量

　b：配水共通費用（円／㎥）

192.83 185.54 227.65

100.0%

209.93

117.25

92.68 92.68 92.68 92.68


